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1981年からの海表面温度

https://climatereanalyzer.org/clim/sst_daily/?dm_id=world2

ブルーカーボンの動向



https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/data/shindan/c_1/jpn_jun/jpn_sst.html

日本周辺の海表面温度

ブルーカーボンの動向



排出正味ゼロを目指す

→再エネ等を活用し、

最大限排出を削減

ブルーカーボンの動向

→残余排出を打ち消す

→除去技術が必須



大気中CO2の除去技術（CDR）

ブルーカーボンの動向



ブルーカーボン
大気中の二酸化炭素が

海に吸収され
海中に貯留された炭素

ブルーカーボンの動向



桑江ほか（土木学会論文集 2019）を改変

３つの貯蔵場所における残存
海草：約20%
海藻：約10%

３つの貯蔵場所に炭素が長期貯留

ブルーカーボンの動向



◆ 藻場：101万トンCO2/年

◆ 海藻養殖含まず

海藻藻場が主要な吸収源

桑江ほか（土木学会論文集 2019）

湿地・干潟

海藻藻場 海草藻場

マングローブ

14%

54%

9%

23%

ブルーカーボンの動向



GHGインベントリへの計上
◆ 2023年：マングローブによる吸収量（2,300トン）を計上、世界で
３番目

◆ 2024年：海草藻場と海藻藻場による吸収量（約35万トン）を計上、
世界初

https://www.renewable-
ei.org/activities/column/REupdate/20240719_1.php

ブルーカーボンの動向



地球温暖化対策計画の改定

ブルーカーボンの動向



ボランティアベースの自然再生活動は
持続可能ではない

活動主体に資金が環流する仕組みが必要

◆ 生息基盤整備は公共事業、海辺の環境活動（保全，移植，播種，清掃，

教育など）は，漁業者や市民団体などによって主に支えられている

◆ 活動の維持や拡大のうえでのボトルネックの1つは資金

◆ 2050年ネットゼロには，税金以外の新たな資金導入，企業や大規模団

体の参画が不可欠

ＪブルークレジットⓇ



2024

経常
収支

企業

日本国内

+29兆円/年

－34.8兆円/年

1,568兆円

家計
2,230兆円

896兆円政府
＋18.6兆円/年＋45.2兆円/年

日本銀行「資金循環統計」、
内閣府「国民経済計算」、
財務省「財政統計」

ＪブルークレジットⓇ



・CO2を間接的に削減
・海洋環境改善活動の支援

⇒社会貢献による組織価値
向上

民間企業等
（クレジット購入者）

・活動資金の確保
・社会的認知度の向上

⇒取り組み活性化・持続可
能性の向上

漁業者・市民団体等
（クレジット創出者）

排出量の把握
▼

削減努力
▼

どうしても減らせない
排出量 削減・吸収

ゼロエミ目標 運営事務局

第三者機関
審査認証委員会

カーボンクレジット制度

炭素クレジット

資金

ＪブルークレジットⓇ



これまでの認証実績

ＪブルークレジットⓇ







認証プロジェクトの特徴
◆プロジェクト実施場所

全国をある程度カバー、人口<1万人の
地方から>100万人以上の大都市まで

◆活動年数

15.6 ± 14.9年、20年までのプロジェ
クト中心、50年以上もあり

◆対象生態系

海藻藻場： 49.2%
養殖： 18.0%
海草藻場： 14.8%
干潟：   1.6％
複数の生態系：16.4%

◆生態系増殖手法

    新たな生態系創出： 45.9%
    生態系の回復： 42.6%
    それらの複合： 11.5%

◆活動主体：平均3.2 ± 1.4者が連携

全61プロジェクトのうち、

86.9% 漁業者
67.2% 自治体
55.7% 民間企業
36.1% 協議会
31.1％ 地元団体
18.0％ 学校 が含まれている

Kuwae et al. under review

ＪブルークレジットⓇ



Friess et al. (PLOS Clim. 2022)

世界におけるブルーカーボン・クレジット

規模感は面積ベース、金額ベースは不明

ＪブルークレジットⓇ



クレジット創出者のアクション
◆アピールした効果・コベネフィット

水産資源や観光などの経済効果： 83.6%
生物多様性を含む環境保全効果： 80.3%
プロジェクトの持続可能性： 75.4%
環境学習などの教育効果： 59.0%
地元住民など多様な主体の参画： 50.8%
イノベーティブな技術やアイデア： 39.3%
それらを定量値で明示： 11.5％

◆クレジットの活用方法

譲渡して資金を得る： 75.4% 
譲渡せず自己でオフセットなど活用： 24.6%

鳥羽のPRスライド

Kuwae et al. under review

ＪブルークレジットⓇ



これまでの取引実績年度
認証

サイト数

認証量
（トン
CO2）

認証面積
（養殖除く）
（ha）

公募取引単価
（税抜き、加重

平均）
（円/トンCO2）

2020 1 22.8 14.3 >13,157

2021 4 80.4 30.0 72,816

2022 21 3733.1 1100.4 78,063

2023 29 2170.3 535.0 49,111

2024 46 3178.3 692.8 66,713

ＪブルークレジットⓇ





クレジット購入企業数
（n = 471）

日本全体の企業数
（n = 367万）

ＪブルークレジットⓇ

購入者の業種

建設
サービス
製造
運輸
エネルギー
卸売
小売
金融保険
その他

Kuwae et al. under review



令和４年度
購入企業へ
の購入理由
調査

（複数回答, n = 69）

（Nishihara et al, 2025）

ＪブルークレジットⓇ



医療法人
メディスタイル様

ＪブルークレジットⓇ

クレジットの活用事例



アイリスチトセHPより

NP拠点PeatixセミナーＪブルークレジットⓇ

クレジットの活用事例



当社が購入したクレジットは、当社
グループの旭タンカー株式会社（本
社：東京都千代田区以下「旭タンカ
ー」）が新造し今年3月末に竣工予
定の世界初のゼロエミッション電気
推進タンカー"あさひ"（註5）が、造
船所のある香川県丸亀市から給電設
備がある神奈川県川崎市まで回航す
る際に排出するCO2とオフセットす
る予定です。今後、本船は再生可能
エネルギー由来の電力を動力源とす
ることで、従来型の船と比べて年間
約280トン、60％のCO2削減（想定
値）に寄与します。当社は旭タンカ
ーと協力して内航海運における電気
推進船（EV船）の普及に努めます。 商船三井HPより

NP拠点PeatixセミナーＪブルークレジットⓇ

クレジットの活用事例



クレジットの活用事例

◆イベント開催で排出さ
れるCO2をオフセット

ＪブルークレジットⓇ



クレジットの
活用事例

ＪブルークレジットⓇ

◆旅行で排出されるCO2を
オフセット



新しい基盤を積極的に活用
◆より多くのCO2を生態系に吸収させる技術開発（質の向上）

◆新たな吸収源の発掘（規模拡大）

ブルーカーボンの将来

https://ja.wikipedia.org/wiki



新しい技術を積極的に活用

Watanabe et al.（ICEF, 2023）を改変

CO2

CO2

DIC・TA
POC

DOC

CO2

クラウドコンピューティング
(例 GE engine) 機械学習

リモートセンシング

衛星

航空機

ドローン (UAVs)

水中ロボット (AUVs)

バイオロギング
海中モニタリング

環境DNA
海流モデル

塩生湿地

マングローブ
海草藻場

海藻藻場

海藻養殖

ブルーカーボンの将来



海中CO2濃度

海水表面のCO2濃度

観光×ブルーカーボン

ブルーカーボンの将来



人間は行動を変えられるのか
その障壁，起爆剤は？

ブルーカーボンの将来
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